
       住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要
する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住支援団体等が連携（住宅
セーフティネット法（※）第10条第1項）し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報
の提供等の支援を実施。 

○ 概要 

居住支援協議会の概要 
 

（※） 住宅セーフティネット法は平成１９年に施行 

（１）構成 
・ 地方公共団体の住宅担当部局及び自立支援、 
  福祉サービス等担当部局 
・ 宅地建物取引業者や賃貸住宅を管理する事業を 
  営む者に係る団体 
・ 居住に係る支援を行う営利を目的としない法人 等 

 

（２）役割 
・ 居住支援に関する情報を関係者間で共有・協議した上で、住宅
確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し必要な支援
を実施 

 

（３）設立状況 
 ４１協議会が設立（Ｈ26.1.10時点）  
 （北海道、岩手県、宮城県、福島県、群馬県、埼玉県、千葉県、 
  東京都江東区、豊島区、板橋区、神奈川県、新潟県、富山県、
岐阜県、岐阜市、愛知県、三重県、滋賀県、京都市、兵庫県、
神戸市、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、徳島県、
香川県、高知県、福岡県、北九州市、福岡市、大牟田市、 

  佐賀県、長崎県、熊本県、熊本市、大分県、宮崎県、鹿児島県、
沖縄県） 

 

（４）支援 
 居住支援協議会が行う住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅等
への入居の円滑化に関する取り組みを支援 

 ・補助限度額：協議会あたり1,000万円 
 ・予算額（案）：H26年度 4.25億円の内数 
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